
  

四半期報告書 

  

  

日本テレビ放送網株式会社 

  

（第79期第2四半期） 

自 平成23年7月 1日 

至 平成23年9月30日 

2011/11/10 13:02:5511777681_第２四半期報告書_20111110130203



目       次 
  

  頁

表 紙 …………………………………………………………………………………………………………………………  1

  

第一部 企業情報 ……………………………………………………………………………………………………………  2

第1 企業の概況  …………………………………………………………………………………………………………  2

1 主要な経営指標等の推移  ………………………………………………………………………………………  2

2 事業の内容  ………………………………………………………………………………………………………  3

第2 事業の状況  …………………………………………………………………………………………………………  4

1 事業等のリスク  …………………………………………………………………………………………………  4

2 経営上の重要な契約等  …………………………………………………………………………………………  4

3 財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析  ………………………………………………  4

(1）業績の状況 ……………………………………………………………………………………………………  4

(2）財政状態の状況 ………………………………………………………………………………………………  5

(3）キャッシュ・フローの状況 …………………………………………………………………………………  5

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題 ………………………………………………………………………  5

(5）研究開発活動 …………………………………………………………………………………………………  8

第3 提出会社の状況  ……………………………………………………………………………………………………  9

1 株式等の状況  ……………………………………………………………………………………………………  9

(1）株式の総数等 …………………………………………………………………………………………………  9

(2）新株予約権等の状況 …………………………………………………………………………………………  9

(3）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等 ………………………………………………  9

(4）ライツプランの内容 …………………………………………………………………………………………  9

(5）発行済株式総数、資本金等の推移 …………………………………………………………………………  9

(6）大株主の状況 …………………………………………………………………………………………………  10

(7）議決権の状況 …………………………………………………………………………………………………  11

2 役員の状況  ………………………………………………………………………………………………………  11

第4 経理の状況  …………………………………………………………………………………………………………  12

1 四半期連結財務諸表  ……………………………………………………………………………………………  13

(1）四半期連結貸借対照表 ………………………………………………………………………………………  13

(2）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書 …………………………………………………  15

四半期連結損益計算書 ………………………………………………………………………………………  15

四半期連結包括利益計算書 …………………………………………………………………………………  16

(3）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 ……………………………………………………………………  17

連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更………………………………………………………………………  18

四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理………………………………………………  18

追加情報……………………………………………………………………………………………………………  18

注記事項……………………………………………………………………………………………………………  19

（四半期連結貸借対照表関係）…………………………………………………………………………………  19

（四半期連結損益計算書関係）…………………………………………………………………………………  19

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）………………………………………………………………  19

（株主資本等関係）………………………………………………………………………………………………  20

（セグメント情報等）……………………………………………………………………………………………  21

（1株当たり情報） ………………………………………………………………………………………………  23

（重要な後発事象）………………………………………………………………………………………………  23

2 その他  ……………………………………………………………………………………………………………  23

第二部 提出会社の保証会社等の情報 ……………………………………………………………………………………  24

  

［四半期レビュー報告書］ 

2011/11/10 13:02:5511777681_第２四半期報告書_20111110130203



  

  

【表紙】

【提出書類】 四半期報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の4の7第1項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成23年11月11日 

【四半期会計期間】 第79期第2四半期（自 平成23年7月1日 至 平成23年9月30日） 

【会社名】 日本テレビ放送網株式会社 

【英訳名】 Nippon Television Network Corporation 

【代表者の役職氏名】 代表取締役 社長執行役員 大久保 好男 

【本店の所在の場所】 東京都港区東新橋一丁目6番1号 

【電話番号】 03（6215）1111（代表） 

【事務連絡者氏名】 執行役員 経理局長 小松 伸生 

【最寄りの連絡場所】 東京都港区東新橋一丁目6番1号 

【電話番号】 03（6215）1111（代表） 

【事務連絡者氏名】 執行役員 経理局長 小松 伸生 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町2番1号） 

2011/11/10 13:02:5511777681_第２四半期報告書_20111110130203

- 1 -



  

 （注）1．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載しておりません。 

2．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

3．潜在株式調整後1株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

4. 第78期第2四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」（企業会計基準第25号 平
成22年6月30日）を適用し、遡及処理しております。 

第一部【企業情報】

第1【企業の概況】

1【主要な経営指標等の推移】

回次 
第78期

第2四半期連結 
累計期間 

第79期
第2四半期連結 

累計期間 
第78期

会計期間 
自平成22年4月 1日
至平成22年9月30日 

自平成23年4月 1日 
至平成23年9月30日 

自平成22年4月 1日
至平成23年3月31日 

売上高（百万円）  144,972  140,887  297,894

経常利益（百万円）  17,223  13,354  38,702

四半期（当期）純利益（百万円）  9,236  8,135  21,048

四半期包括利益又は包括利益（百万円）  4,882  8,568  18,351

純資産額（百万円）  416,274  431,196  427,496

総資産額（百万円）  504,766  517,170  528,398

1株当たり四半期（当期）純利益金額（円）  377.23  332.35  859.69

潜在株式調整後1株当たり四半期（当期） 
純利益金額（円） 

 －  －  －

自己資本比率（％）  80.8  81.7  79.3

営業活動による 
キャッシュ・フロー（百万円）  5,187  6,706  23,433

投資活動による 
キャッシュ・フロー（百万円） 

 △11,632  440  △28,181

財務活動による 
キャッシュ・フロー（百万円） 

 △4,910  △4,859  △7,131

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高
（百万円）  33,854  35,597  33,312

回次 
第78期

第2四半期連結 
会計期間 

第79期
第2四半期連結 

会計期間 

会計期間 
自平成22年7月 1日
至平成22年9月30日 

自平成23年7月 1日 
至平成23年9月30日 

1株当たり四半期純利益金額（円）  76.91  143.17
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当社及び当社のその他の関係会社である㈱読売新聞グループ本社は、それぞれに子会社・関連会社から構成される

企業集団を有し広範囲に事業を行っております。このうち、当社グループは、当社と子会社30社及び関連会社19社か

ら構成され、コンテンツビジネス事業、不動産賃貸事業、その他の事業の3事業（報告セグメント）にわたり活動を

展開しております。 

当第2四半期連結累計期間における各事業に係る主な事業内容の変更と主要な関係会社の異動は、次のとおりで

す。  

（コンテンツビジネス事業） 

主な事業内容の変更はありません。平成23年5月に新たに関連会社として黒剣電視節目製作股份有限公司を設立

しました。 

（不動産賃貸事業） 

主な事業内容及び主要な関係会社の異動はありません。 

（その他の事業） 

主な事業内容及び主要な関係会社の異動はありません。 

  

2【事業の内容】
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当第2四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについての重要な変更は次の通りです。 

  

＜地上デジタル放送について＞ 

 地上テレビ放送は、平成23年7月24日をもち、岩手・宮城・福島の3県を除いて、アナログ放送を終了し、デジタ

ル放送へ移行しました。これにより、当社グループは、前事業年度の有価証券報告書に地上デジタル放送に関連し

て記載したリスクは消滅したものと判断し、本四半期報告書提出日現在において当該リスクを認識しておりませ

ん。 

 従って、第78期有価証券報告書「第2 事業の状況 4 [事業等のリスク]  (1)放送事業者としてのリスク要因」

に記載した以下の項目を削除いたします。 

  

③地上デジタル放送について 

 地上テレビ放送は、平成23年7月24日に現行のアナログ放送を終了し、デジタル放送へ移行（岩手・宮城・福島

の3県を除く）する予定です。 

 デジタル放送では、高画質・高音質の放送が実現し、双方向サービスなど多様なサービスを行っています。しか

しながら、デジタル受像機の普及や集合住宅などの共聴施設のデジタル化対応が想定通り進まない場合や、このた

びの東日本大震災の影響などでデジタル放送への完全移行に支障をきたした場合には、当社グループの経営成績及

び財政状態に影響を与える可能性があります。 

  

  

当第2四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

  

(1）業績の状況 

当第2四半期連結累計期間（平成23年4月1日～平成23年9月30日）の我が国経済は、平成23年3月11日に発生した

東日本大震災の影響並びにデフレや急速な円高の進行により、依然として厳しい状況が続いておりますが、企業の

生産活動や個人消費において持ち直しの動きが見られるようになりました。 

こうした経済環境を受け、テレビ広告市況はスポットセールスにおいて持ち直しの動きが見られるものの、全

般に低迷が続いております。 

このような状況の中、当第2四半期連結累計期間における当社グループの連結売上高は、主たる事業であるコン

テンツビジネス事業におきましてテレビ広告収入が低調に推移し、前年同四半期に比べ40億8千5百万円

（△2.8％）減収の1,408億8千7百万円となりました。売上原価と販売費及び一般管理費を合わせた営業費用は、テ

レビ広告収入の減少に伴う代理店手数料の減少などにより、前年同四半期に比べ26億8千万円（△2.0％）減少の

1,305億8千7百万円となりました。この結果、営業利益は前年同四半期に比べ14億4百万円（△12.0％）減益の102

億9千9百万円となりました。経常利益につきましては、関連会社の好調な業績によって持分法による投資利益が増

加しましたが、前年同四半期に多額の投資事業組合運用益を計上した反動減などにより、38億6千9百万円

（△22.5％）減益の133億5千4百万円となりました。四半期純利益につきましては、前年同四半期に特別損失とし

て多額の投資有価証券評価損や資産除去債務損失を計上したことの反動もあり、11億円（△11.9％）減益の81億3

千5百万円となりました。 

  

（売上高の概況）  

 コンテンツビジネス事業：テレビ広告収入のうちタイム収入につきましては、レギュラー番組枠での収入の増加

があったものの、前年同四半期に「2010FIFAワールドカップ 南アフリカ大会」などの大型単発番組による収入が

あったことの反動減などにより、前年同四半期に比べ8億3千1百万円（△1.6％）減収の522億5千6百万円となりま

した。スポット収入につきましては、在京キー局間における当社のシェアが大きく伸び、また当第2四半期連結会

計期間（平成23年7月1日～平成23年9月30日）において持ち直しの動きが見られました。しかしながら、東日本大

震災の影響を受けたスポット広告費の地区投下量の減少をカバーするには至らず、前年同四半期に比べ10億9千4百

万円（△2.2％）減収の477億8百万円となりました。このほか、物品販売収入における連結子会社㈱バップのＤＶ

Ｄ/ＢＤ販売の不調などがあり、コンテンツビジネス事業の売上高は、セグメント間の内部売上高又は振替高を含

第2【事業の状況】

1【事業等のリスク】

2【経営上の重要な契約等】

3【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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め、前年同四半期に比べ42億1千4百万円（△3.0％）減収の1,383億6千6百万円となりました。 

不動産賃貸事業：汐留及び麹町地区のテナント賃貸収入を始めとする不動産賃貸収入につきましては順調に推

移しました。この結果、不動産賃貸事業の売上高は、セグメント間の内部売上高又は振替高を含め、前年同四半期

に比べ3億1千4百万円（+9.2％）増収の37億3千3百万円となりました。 

  その他の事業：番組関連グッズショップ「日テレ屋」を始めとする店舗運営などからの物品販売収入につきまし

ては、東日本大震災の影響により大幅に落ち込みました。この結果、その他の事業の売上高は、セグメント間の内

部売上高又は振替高を含め、前年同四半期に比べ1億9千4百万円（△11.2％）減収の15億4千8百万円となりまし

た。 

  

(2）財政状態の状況 

 当第2四半期連結会計期間末においては、前連結会計年度末に比べて資産合計は112億2千7百万円減少し5,171億7

千万円、負債合計は149億2千7百万円減少し859億7千4百万円、純資産合計は37億円増加し4,311億9千6百万円とな

りました。資産の減少は、主として売上債権の減少及び固定資産の償却が進んだことによるものです。負債の減少

は、主として未払金や未払費用、未払法人税等の減少によるものです。また、純資産の増加は、四半期純利益の計

上による利益剰余金の増加及びその他有価証券評価差額金の増加等による純資産の増加が配当金の支払による利益

剰余金の減少を上回ったことによるものです。 

  
(3）キャッシュ・フローの状況 

 （営業活動によるキャッシュ・フロー）  

  当第2四半期連結累計期間における営業活動による資金の増加は、67億6百万円となりました（前第2四半期連結

累計期間は51億8千7百万円の資金の増加）。これは主に、税金等調整前四半期純利益130億7千2百万円や売上債権

の減少66億2千1百万円、減価償却費の計上35億8千7百万円があった一方で、法人税等の支払い109億3百万円や仕入

債務の減少45億6千万円があったことによるものです。 

 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

  当第2四半期連結累計期間における投資活動による資金の増加は、4億4千万円となりました（前第2四半期連結累

計期間は116億3千2百万円の資金の減少）。これは主に、投資有価証券の取得による支出146億9千万円や有形固定

資産の取得による支出15億2千2百万円があった一方で、有価証券の償還による収入169億2千7百万円があったこと

によるものです。 

 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

  当第2四半期連結累計期間における財務活動による資金の減少は、配当金の支払い等により48億5千9百万円とな

りました（前第2四半期連結累計期間は49億1千万円の資金の減少）。 

  以上の結果、現金及び現金同等物の当第2四半期連結累計期間末残高は、355億9千7百万円となりました。  

  

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 [1]当社グループの対処すべき課題について  

当社にとって今年度は、地上デジタル放送完全移行の重要な年と位置付けており、前年度に引き続き単年度目標

となる「２０１１経営方針」を策定し、それに沿った取組みを進めています。この方針では、これまで以上に強力

なコンテンツを創造し、今年こそ地上放送において視聴率トップの座を奪還すべく全力を注いでいくこととしてい

ます。加えて、主力のテレビ広告収入を始めとした収益の拡大を図るとともに、新たな収益源の開発に積極的に取

組み、中長期的視野に立った収入ポートフォリオの多様化を目指します。 

視聴率トップ奪還のための課題としましては、番組制作費をコントロールしつつ、幅広く視聴者ニーズを捉えた

番組を提供することです。 

平成23年4～9月の世帯視聴率（平成23年4月4日～平成23年10月2日）につきましては、全日帯（6～24時）、プラ

イム帯（19～23時）、ゴールデン帯（19～22時）、ノンプライム帯（6～19時及び23～24時）の4部門全てにおいて

2位でした。しかし、首位局との差は全日帯で0.4ポイント、プライム帯0.2ポイント、ゴールデン帯0.2ポイント、

ノンプライム帯0.5ポイントと肉薄しています。特に、プライム帯及びゴールデン帯につきましては、7～9月（平

成23年7月4日～平成23年10月2日）において首位局と同率1位となり、4～9月では、前年同期比で首位局との差を

各々0.2ポイント、0.4ポイント縮めています。全日帯及びノンプライム帯につきましても、8月と9月には月間首位

を獲得しています。また、広告主からのニーズが強いコアターゲット視聴率（13歳から49歳までの視聴率）も、上

期は4部門全てにおいて2位でした。 

 スポット収入は、平成23年3月11日に発生した東日本大震災の影響でスポット広告市況が一時的に大きく停滞し

たため、4～6月は前年同期比で大幅にマイナスとなったことが響き、上期（4～9月）も前年同期比でマイナスとな

りました。しかしながら、6月以降市況が回復したことに加え、当社の視聴率改善傾向もあり、7～9月では、前年

同期比でプラスに転じました。この結果、在京キー局間における当社のスポット収入シェアは大きく伸びました。

タイム収入につきましては、レギュラー番組のネットタイムセールスが4～6月に続き、7～9月も前年同期比でプラ

スとなりました。一方、単発番組のセールスは前年に放送した「2010FIFAワールドカップ 南アフリカ大会」の反
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動減等により、4～6月、7～9月ともに、前年同期比でマイナスとなったため、上期のタイム収入全体では、前年同

期比でマイナスとなりましたが、7～9月では前年同期比でプラスに転じております。以上により、スポット収入と

タイム収入を合計したテレビ広告収入は、上期では前年同期比でマイナスとなったものの、7～9月では、前年同期

比でプラスに転じており、当社の視聴率改善傾向を背景に、さらなる拡大を図ってまいります。 

収入ポートフォリオの多様化に関する課題といたしましては、近年大きく成長し、売上高で約100億円規模にま

で達した通販事業及び映画事業の更なる伸長、当社グループ会社の伸長、及び当社グループの強みを活かした新規

事業の開発推進が挙げられます。 

通販事業では、震災後にレギュラー番組での売上が低迷したものの、通販特別番組において好調な売上を記録し

震災の影響を補う展開となり、上期で前年同期並の売上を確保いたしました。映画事業では、4月23日公開「ＧＡ

ＮＴＺ ＰＥＲＦＥＣＴ ＡＮＳＷＥＲ」が興行収入で28億円を記録し、7月16日公開のスタジオジブリ作品「コク

リコ坂から」が興行収入44億円を突破する大ヒットになるなど順調な成績を収めています。 

ヒット映画や人気ドラマのＤＶＤ/ＢＤ、音楽ＣＤの制作・販売などを事業の柱とする㈱バップは、ＡＫＢ４８

が出演したドラマ「桜からの手紙」や当社幹事映画作品「ＧＡＮＴＺ」等のヒット作品があったものの、ＤＶＤ/

ＢＤ市況全体の低迷もあり、前年同期比で減収となりました。しかしながら、コスト削減努力により前年同期比で

増益となりました。また、日本テレビ音楽㈱は、主要な収入源となっている「アンパンマン」や「ルパン三世」と

いったキャラクターの商品化権収入が今期も堅調で、安定した収益を生み出しています。そして、㈱日テレ アッ

クスオン（番組・映像コンテンツ制作の中核を担うグループ会社）は、引き続き当社の番組や出資映画のみなら

ず、ＢＳ・ＣＳ放送の番組や３Ｄ映像制作、ＣＭ制作等あらゆるジャンルで積極的に映像コンテンツの受注制作を

行っているほか、海外に目を向けた業務展開も推し進めています。 

新規事業の開発推進につきましては、ソーシャルゲームやアプリなど、グループ全社員から募集した企業内起業

プロジェクト案を逐次事業化する取組みを進めています。加えて、台湾で現地の大手ケーブルテレビ局と合弁会社

「黒剣電視節目製作股份有限公司」を設立し、台湾のみならず中国本土への進出を視野に入れたテレビ映像作品を

制作する事業をスタートさせています。 

当社グループといたしましては、今後、テレビ局単体としてだけではなく、他業種の事業者とのパートナーシッ

プを構築するなどの方策を講じながら、幅広い領域で「テレビの強み」を生かした新規事業を模索するなど、新た

な収益源の開発に積極的に取組みます。 

当社グループは、今後も最大の強みであるコンテンツ制作力を中心とした経営資源の最適配分を図り、必要な投

資を積極的に行うことによって、厳しい経済状況を乗り切っていく所存です。 

  

 [2]株式会社の支配に関する基本方針について 

① 基本方針の内容の概要 

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価値の源泉を理解し、当社の企業価

値・株主の皆様の共同の利益を継続的かつ持続的に確保、向上していくことを可能とする者である必要があると

考えています。  

 当社は、当社の支配権の移転を伴う買収提案についての判断は、最終的には当社の株主全体の意思に基づき行

われるべきものと考えております。また、当社は、当社株式について大量買付がなされる場合、これが当社の企

業価値ひいては株主共同の利益に資するものであれば、これを否定するものではありません。  

 しかし、株式の大量買付の中には、対象会社の企業価値・株主共同の利益に資さないものも少なくありませ

ん。また、当社株式の大量買付を行う者が当社の企業価値の源泉を理解し、これらを中長期的に確保し、向上さ

せられるのでなければ、当社の企業価値ひいては株主共同の利益は毀損されることになります。  

 当社は、このような当社の企業価値・株主共同の利益に資さない大量買付を行う者は、当社の財務及び事業の

方針の決定を支配する者として不適切であり、このような者による大量買付に対しては、必要かつ相当な対抗措

置を採ることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保する必要があると考えます。   

  

② 基本方針の実現のための取組みの内容の概要 

 ア．基本方針の実現に資する特別な取組み 

(ア)企業価値・株主共同の利益の確保・向上に向けた施策 

 当社は、平成18年度より3ヶ年毎の中期経営計画を策定し、当社の最大の財産であるコンテンツの制作・

開発への積極的な取組み、番組の大幅な改編、放送外事業、特に映画事業及び通販事業等の大幅な拡大など

を基本方針とし、視聴率の向上や放送外事業の拡大など、着実に成果を出してきました。しかし、平成20年

公表の平成22年度を最終年度とする中期経営計画につきましては、平成21年度より、激変する経済環境にお

いて、基本的考え方を継続しながらも数値目標は一旦凍結し、単年度目標を策定して、収益体質の強化と地

上放送における視聴率トップの座を奪還することに全力を挙げてきました。  

 そして、この度当社は、平成23年度からの新中期経営計画を発表するべく準備をして参りましたが、平成

2011/11/10 13:02:5511777681_第２四半期報告書_20111110130203

- 6 -



23年3月11日に発生した東日本大震災の当社事業への影響等が未だ不透明であることから、ある程度見通す

ことができるようになった時点で策定するのが最善と判断するに至りました。このため、平成23年度に関し

ては、東日本大震災からの復興や、地上デジタル放送への完全移行に向けての取組みを最優先にしつつ、一

層の収益体質の強化を図るために、平成23年5月12日に、単年度目標である「２０１１経営方針」を策定い

たしました。  

（詳細については、同日付当社プレスリリース「日本テレビグループ『２０１１経営方針』の概要につい

て」をご参照下さい。）  

 新方針での取組みのポイントは以下のとおりです。  

 ○コアターゲット視聴率（13歳から49歳までの視聴率）をアップさせ、世帯視聴率でトップを奪還  

 ○収益の拡大と新たな収益源の開発  

 ○あらゆるコストコントロールの継続  

 ○グループ各社の個性を活かし、グループ全体の利益を拡大  

(イ)諸施策の実行に向けた体制の整備 

当社は、社外からの経営監視機能を強化し、経営の健全性及び意思決定プロセスの透明性を高めるため、

取締役全15名のうち5名を社外取締役としております。また、経営陣の株主の皆様に対する責任をより一層

明確化するため、取締役の任期を1年としております。当社は、これらの取組みに加え、今後も引き続きコ

ーポレート・ガバナンスの更なる強化を図っていく予定です。 

イ．基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための

取組み 

  当社は、平成23年5月12日開催の取締役会及び同年6月29日開催の第78期定時株主総会（以下「第78期定時株

主総会」といいます。）において、当社株式の大量取得行為に関する対応策（買収防衛策）に所要の修正を行

った上でこれを更新することを決議いたしました（以下更新後の対応策を「本プラン」といいます。）。  

 本プランの具体的内容の概要は以下のとおりです。  

(ア)本プランの目的 

本プランは、当社株式の大量取得行為が行われる場合に、株主の皆様が適切な判断をするために必要・十

分な情報と時間を確保すると共に、買収者との交渉の機会を確保すること等により、当社の企業価値・株主

共同の利益を確保し、向上させることを目的としています。 

(イ)対象となる買付等 

 本プランは、以下の(ⅰ)若しくは(ⅱ)に該当する当社株券等の買付その他の取得又はこれらに類似する行

為（これらの提案を含みます。）（当社取締役会が本プランを適用しない旨別途決定したものを除くものと

し、以下「買付等」といいます。）がなされる場合を適用対象とします。買付等を行おうとする者（以下

「買付者等」といいます。）には、予め本プランに定められる手続に従っていただくこととします。  

(ⅰ)当社が発行者である株券等について、保有者の株券等保有割合が20％以上となる買付その他の取得  

(ⅱ)当社が発行者である株券等について、公開買付けを行う者の株券等所有割合及びその特別関係者の株券

    等所有割合の合計が20％以上となる公開買付け  

(ウ)本プランの手続及び発動要件等 

 買付者等は、当該買付等の開始又は実行に先立ち、当社に対して、本プランの手続を遵守する旨の誓約文

言等を含む書面、及び当社所定の情報（以下「本必要情報」といいます。）等を記載した書面（以下「買付

説明書」といいます。）を提出していただきます。  

 企業価値評価独立委員会は、買付者等から買付説明書等が提出された場合、当社取締役会に対しても、適

宜回答期限を定めた上（原則として60日を上限とします。）、買付者等の買付等の内容に対する意見及びそ

の根拠資料、代替案等を提供するよう要求することができます。  

 企業価値評価独立委員会は、買付者等及び当社取締役会からの情報等を受領してから原則として最長60日

が経過するまでの間、買付等の内容の検討、買付者等と当社取締役会の経営方針・事業計画等に関する情報

収集・比較検討、及び当社取締役会の提示する代替案の検討、当該買付者等との協議・交渉等を行います。 

 企業価値評価独立委員会は、買付者等による買付等が本プランに定められた手続に従わない買付等である

場合や、買付者等による買付等が当社の企業価値ひいては株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすお

それのある買付等である場合等所定の要件のいずれかに該当する場合で、所定の新株予約権（以下「本新株

予約権」といいます。）の無償割当てを実施することが相当であると判断した場合には、当社取締役会に対

して、本新株予約権の無償割当てを実施すべき旨の勧告を行います。なお、企業価値評価独立委員会は、一

定の場合に、当該実施に関して株主総会の承認を得るべき旨の留保を付すことができます。  

 当社取締役会は、企業価値評価独立委員会の上記勧告を最大限尊重して本新株予約権の無償割当ての実施

2011/11/10 13:02:5511777681_第２四半期報告書_20111110130203

- 7 -



又は不実施等に関する会社法上の機関としての決議を行います。但し、企業価値評価独立委員会が本新株予

約権の実施に関して株主総会の承認を得るべき旨の留保を付した場合には、当社取締役会は株主総会を開催

し、当該株主総会の決議に従うものとします。  

 本新株予約権は、当社以外の当社の株主に対し、その有する当社株式1株につき本新株予約権1個の割合で

割当てられ、本新株予約権1個の目的である当社株式の数は、原則として1株とします。また、本新株予約権

の行使に際してする出資の目的は金銭とし、当該出資される財産の当社株式1株当たりの価額は、1円を下限

とし当社株式1株の時価の2分の1の金額を上限とする金額の範囲内で定める価額とします。  

 また、本新株予約権には、当社株券等に係る株券等保有割合が20％以上である者等の所定の要件に該当す

る者（以下「非適格者」と総称します。）及び所定の非居住者・外国人等については原則として本新株予約

権の行使が認められない旨の行使条件、並びに当社が当社株式等の交付と引換えに、非適格者以外の者から

新株予約権を取得することができる旨の取得条項等が付されております。  

 本プランの有効期間は、原則として、第78期定時株主総会終結後1年以内に終了する事業年度のうち最終

のものに関する定時株主総会の終結の時までとされています。  

③ 上記各取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由 

経営方針、コーポレート・ガバナンスの強化等といった各施策は、上記②ア記載のとおり、当社の企業価値・

株主共同の利益を継続的かつ持続的に向上させるための具体的方策として策定されたものであり、まさに基本方

針の実現に資するものです。  

 また、本プランは、上記②イ記載のとおり、企業価値・株主共同の利益を確保し、向上させる目的をもって導

入されたものであり、基本方針に沿うものです。  

 特に、本プランは、経済産業省及び法務省が平成17年5月27日に発表した企業価値・株主共同の利益の確保又

は向上のための買収防衛策に関する指針の定める三原則を充足していること、株主総会において株主の承認を得

て更新されたものであること、一定の場合に、本プランの発動の是非について株主総会に付議されることがある

こと、独立性のある社外取締役等のみによって構成される企業価値評価独立委員会が設置されており、本プラン

の発動に際しては必ず企業価値評価独立委員会の判断を経ることが必要とされていること、その内容として本プ

ランの発動に関する合理的な客観的要件が設定されていること、企業価値評価独立委員会は当社の費用で第三者

専門家の助言を得ることができるとされていること、本プランの有効期間が1年間と定められた上、株主総会又

は取締役会によりいつでも廃止できるとされていること、当社取締役の任期は1年とされていること等により、

その公正性・客観性が担保されております。  

 従って、これらの各取組みは、基本方針に沿い、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資するものであ

り、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではありません。 

  
  
(5）研究開発活動 

 当第2四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、116百万円です。 

 なお、当第2四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 
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①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

   

  

 該当事項はありません。 

  

   

  

 該当事項はありません。  

  

   

  

 該当事項はありません。 

   

   

  

  

  

第3【提出会社の状況】

1【株式等の状況】

（1）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  100,000,000

計  100,000,000

種類 
第2四半期会計期間
末現在発行数（株） 
（平成23年9月30日） 

提出日現在発行数
（株） 

（平成23年11月11日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容

普通株式  25,364,548 同左 
東京証券取引所 

市場第一部 
単元株式数  10株 

計  25,364,548 同左 － － 

（2）【新株予約権等の状況】

（3）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（4）【ライツプランの内容】

（5）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

（株） 

発行済株式
総 数 残 高 

（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金 
増 減 額 
（百万円） 

資本準備金
残 高 
（百万円） 

平成23年7月 1日～ 

平成23年9月30日 
－ 25,364,548 － 18,575 － 17,928
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（注）1.日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社及び日本マスタートラスト信託銀行株式会社の所有株式数は、信託業務に係る

ものです。 

2.発行済株式総数に対する所有株式数の割合については、小数第二位未満を切捨てて表示しております。 

3.オービス・インベストメント・マネジメント・（ビー・ヴィー・アイ）・リミテッド及びその共同保有者であるオービス・
インベストメント・マネジメント・リミテッドから、平成23年1月6日付の変更報告書の写しの送付があり、平成22年12月31
日現在でそれぞれ以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当第2四半期会計期間末時点に
おける実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

4.当社が放送法第52条の8第1項の規定に従い、名義書換を拒否した株式（外国人持株調整株式）は694,080株です。 

  

（6）【大株主の状況】

  平成23年9月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社読売新聞グループ本社 東京都中央区銀座6-17-1  3,764,948  14.84

讀賣テレビ放送株式会社 大阪市中央区城見2-2-33  1,574,836  6.20

株式会社読売新聞東京本社 東京都中央区銀座6-17-1  1,363,920  5.37

シービーニューヨーク オービス 
  エスアイシーアーヴィー 

（常任代理人 シティバンク銀行株式会社）  

31. Z.A. BOURMICHT. L-8070 
  BERTRANGE. LUXEMBOURG 

（東京都品川区東品川2-3-14)  

 1,156,754  4.56

日本トラスティ・サービス信託銀行 

株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海1-8-11  1,139,540  4.49

シービーニューヨークオービス 
  ファンズ 

（常任代理人 シティバンク銀行株式会社） 

LPG BUILDING 34 BERMUDIANA ROAD 
  HAMILTON HM 11 BERMUDA 

（東京都品川区東品川2-3-14） 
 1,040,510  4.10

学校法人帝京大学 東京都板橋区加賀2-11-1  897,270  3.53

株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ 東京都千代田区永田町2-11-1 

  山王パークタワー  
 760,500  2.99

日本マスタートラスト信託銀行 

株式会社（信託口） 
 東京都港区浜松町2-11-3  731,710  2.88

株式会社リクルート 東京都中央区銀座8-4-17  645,460  2.54

計 －  13,075,448  51.55

氏名又は名称  住所 
保有株券等の数 

（株）  
株券等保有割合 

（％）  

オービス・インベストメント・マネジメント・

（ビー・ヴィー・アイ）・リミテッド  
Orbis House, 25 Front Street,

 Hamilton HM11 Bermuda  
1,019,769 4.02

オービス・インベストメント・マネジメント・

リミテッド  
Orbis House, 25 Front Street,

 Hamilton HM11 Bermuda 
1,434,171 5.65
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①【発行済株式】                                 平成23年9月30日現在 

  
（注）1.「完全議決権株式（自己株式等）」欄は、すべて当社保有の自己株式です。 

2.「完全議決権株式（その他）」の「株式数(株)」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式2,570株及び当社が放送法
第52条の8第1項の規定に従い、名義書換を拒否した株式（外国人持株調整株式）694,080株が含まれております。 
また、「議決権の数(個)」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数257個が含まれておりますが、同外国
人持株調整株式に係る議決権の数69,408個は含まれておりません。 

  

②【自己株式等】                                平成23年9月30日現在 

  
（注）発行済株式総数に対する所有株式数の割合については、小数第二位未満を切捨てて表示しております。 

  

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりです。 

(1)役職の異動 

  

  

  

（7）【議決権の状況】

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

 無議決権株式 － － － 

 議決権制限株式（自己株式等） － － － 

 議決権制限株式（その他） － － － 

 完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   598,670 － － 

 完全議決権株式（その他） 普通株式 24,759,590 2,406,551 － 

 単元未満株式 普通株式     6,288 － 単元(10株)未満の株式です。 

 発行済株式総数 25,364,548 － － 

 総株主の議決権 － 2,406,551 － 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 

自己名義 

所有株式数

（株） 

他人名義 

所有株式数

（株） 

所有株式数

の合計 

（株） 

発行済株式総数

に対する所有株

式数の割合(％)

日本テレビ放送網株式会社 東京都港区東新橋1-6-1 598,670 －  598,670 2.36

計 － 598,670 －  598,670 2.36

2【役員の状況】

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日 

取締役  常務執行役員 取締役 
常務執行役員 

経理局長 
能勢 康弘 平成23年7月1日 

取締役 
執行役員 

人事局長 
取締役 

執行役員 

報道局長 
渡辺  弘 平成23年7月1日 

取締役 
執行役員 

報道局長 
取締役 

執行役員 

人事局長 
小林 裕孝 平成23年7月1日 

取締役 
執行役員 

編成局長 
取締役 執行役員 小杉 善信 平成23年7月1日 
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1．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

  

2．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、第2四半期連結会計期間（平成23年7月1日から平成23年

9月30日まで）及び第2四半期連結累計期間（平成23年4月1日から平成23年9月30日まで）に係る四半期連結財務諸表

について有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 

  

第4【経理の状況】
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1【四半期連結財務諸表】 
（1）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年3月31日) 

当第2四半期連結会計期間 
(平成23年9月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 16,990 15,218

受取手形及び売掛金 75,183 68,562

有価証券 39,172 37,846

たな卸資産 ※1  4,177 ※1  3,578

番組勘定 7,580 7,346

繰延税金資産 4,836 4,838

その他 9,733 10,540

貸倒引当金 △773 △771

流動資産合計 156,899 147,159

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 46,150 45,058

機械装置及び運搬具（純額） 9,875 8,475

工具、器具及び備品（純額） 1,955 1,922

土地 138,632 138,633

リース資産（純額） 16 12

建設仮勘定 448 751

有形固定資産合計 197,080 194,852

無形固定資産 2,472 2,475

投資その他の資産   

投資有価証券 148,647 149,561

長期貸付金 5,055 4,823

長期預金 8,000 8,000

繰延税金資産 1,898 1,893

その他 8,416 8,475

貸倒引当金 △72 △71

投資その他の資産合計 171,946 172,683

固定資産合計 371,498 370,010

資産合計 528,398 517,170
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年3月31日) 

当第2四半期連結会計期間 
(平成23年9月30日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 5,230 4,819

短期借入金 740 780

未払金 6,571 1,485

未払費用 43,335 39,321

未払法人税等 10,810 4,686

返品調整引当金 58 48

その他 3,741 3,984

流動負債合計 70,487 55,126

固定負債   

繰延税金負債 2,426 2,857

退職給付引当金 6,481 6,701

役員退職慰労引当金 124 106

長期預り保証金 20,217 20,193

その他 1,163 989

固定負債合計 30,414 30,848

負債合計 100,902 85,974

純資産の部   

株主資本   

資本金 18,575 18,575

資本剰余金 17,928 17,928

利益剰余金 398,373 401,661

自己株式 △12,090 △12,090

株主資本合計 422,787 426,074

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △3,364 △3,009

為替換算調整勘定 △476 △555

その他の包括利益累計額合計 △3,841 △3,565

少数株主持分 8,550 8,686

純資産合計 427,496 431,196

負債純資産合計 528,398 517,170
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第2四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第2四半期連結累計期間 
(自 平成22年4月 1日 
 至 平成22年9月30日) 

当第2四半期連結累計期間 
(自 平成23年4月 1日 

 至 平成23年9月30日) 

売上高 144,972 140,887

売上原価 100,702 98,632

売上総利益 44,270 42,254

販売費及び一般管理費 ※  32,566 ※  31,954

営業利益 11,703 10,299

営業外収益   

受取利息 508 606

受取配当金 872 833

持分法による投資利益 1,027 1,418

為替差益 2 18

投資事業組合運用益 2,931 116

その他 264 193

営業外収益合計 5,607 3,186

営業外費用   

支払利息 3 2

投資事業組合運用損 63 118

その他 20 10

営業外費用合計 87 131

経常利益 17,223 13,354

特別利益   

固定資産売却益 0 4

投資有価証券売却益 － 6

貸倒引当金戻入額 42 －

特別利益合計 43 11

特別損失   

固定資産売却損 0 9

固定資産除却損 122 66

投資有価証券評価損 1,175 216

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 279 －

特別損失合計 1,577 292

税金等調整前四半期純利益 15,688 13,072

法人税等 6,340 4,780

少数株主損益調整前四半期純利益 9,348 8,292

少数株主利益 111 156

四半期純利益 9,236 8,135
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第2四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第2四半期連結累計期間 
(自 平成22年4月 1日 

 至 平成22年9月30日) 

当第2四半期連結累計期間 
(自 平成23年4月 1日 
 至 平成23年9月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 9,348 8,292

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △3,964 481

為替換算調整勘定 △31 △6

持分法適用会社に対する持分相当額 △469 △198

その他の包括利益合計 △4,465 276

四半期包括利益 4,882 8,568

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 4,770 8,411

少数株主に係る四半期包括利益 112 156
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（3）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第2四半期連結累計期間 
(自 平成22年4月 1日 
 至 平成22年9月30日) 

当第2四半期連結累計期間 
(自 平成23年4月 1日 

 至 平成23年9月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 15,688 13,072

減価償却費 4,085 3,587

貸倒引当金の増減額（△は減少） △43 △2

退職給付引当金の増減額（△は減少） 38 219

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △4 △18

受取利息及び受取配当金 △1,381 △1,439

支払利息 3 2

持分法による投資損益（△は益） △1,027 △1,418

固定資産売却損益（△は益） △0 4

固定資産除却損 122 66

投資有価証券評価損益（△は益） 1,175 216

売上債権の増減額（△は増加） △204 6,621

番組勘定の増減額（△は増加） △258 233

仕入債務の増減額（△は減少） △2,646 △4,560

その他 △4,275 △552

小計 11,272 16,033

利息及び配当金の受取額 1,572 1,578

利息の支払額 △3 △2

法人税等の支払額 △7,653 △10,903

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,187 6,706

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △444 △456

定期預金の払戻による収入 431 406

有価証券の償還による収入 350 16,927

有形固定資産の取得による支出 △1,697 △1,522

有形固定資産の売却による収入 25 6

無形固定資産の取得による支出 △256 △484

投資有価証券の取得による支出 △19,478 △14,690

投資有価証券の償還による収入 9,235 45

長期貸付けによる支出 △571 △201

その他 774 408

投資活動によるキャッシュ・フロー △11,632 440

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 56 39

自己株式の取得による支出 △1 △0

配当金の支払額 △4,945 △4,878

少数株主への配当金の支払額 △20 △20

財務活動によるキャッシュ・フロー △4,910 △4,859

現金及び現金同等物に係る換算差額 △9 △1

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △11,363 2,285

現金及び現金同等物の期首残高 45,218 33,312

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  33,854 ※  35,597

2011/11/10 13:02:5511777681_第２四半期報告書_20111110130203

- 17 -



  

  

【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

当第2四半期連結累計期間
（自 平成23年4月 1日 
至 平成23年9月30日） 

（持分法適用の範囲の重要な変更） 

 第1四半期連結会計期間より、新たに設立した黒剣電視節目製作股份有限公司を持分法適用の範囲に含めておりま

す。 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

  
当第2四半期連結累計期間 
（自 平成23年4月 1日 
至 平成23年9月30日） 

税金費用の計算  税金費用については、当第2四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税

引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税

引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。  

【追加情報】

当第2四半期連結累計期間
（自 平成23年4月 1日 
至 平成23年9月30日） 

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用） 

 第1四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の

訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月4日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月4日）を適用しております。 
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成23年3月31日） 

当第2四半期連結会計期間 
（平成23年9月30日） 

※1.たな卸資産の内訳  

  

  2.保証債務 

 連結会社以外の会社の金融機関からの借入、従業員

の金融機関からの借入に対して次のとおり保証を行っ

ております。 

商品及び製品 百万円 2,534

仕掛品  1,108

原材料及び貯蔵品  534

※1.たな卸資産の内訳 

  

  2.保証債務 

 連結会社以外の会社の金融機関からの借入、従業員

の金融機関からの借入に対して次のとおり保証を行っ

ております。 

商品及び製品 百万円 2,943

仕掛品  130

原材料及び貯蔵品  505

従業員の住宅資金銀行借入金 百万円 364

㈱マッドハウスの銀行借入金  700

計  1,064

従業員の住宅資金銀行借入金 百万円 320

㈱マッドハウスの銀行借入金  700

計  1,020

（四半期連結損益計算書関係）

前第2四半期連結累計期間 
（自 平成22年4月 1日 
至 平成22年9月30日） 

当第2四半期連結累計期間 
（自 平成23年4月 1日 
至 平成23年9月30日） 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額は

次のとおりであります。 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額は

次のとおりであります。 

代理店手数料 百万円 18,764

人件費  4,871

退職給付費用  273

業務委託・外注要員費  1,227

水道光熱費  639

租税公課  964

減価償却費  282

その他  5,541

計  32,566

代理店手数料 百万円 17,413

人件費  4,871

退職給付費用  280

業務委託・外注要員費  1,214

水道光熱費  617

租税公課  819

減価償却費  263

その他  6,474

計  31,954

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第2四半期連結累計期間 
（自 平成22年4月 1日 
至 平成22年9月30日） 

当第2四半期連結累計期間 
（自 平成23年4月 1日 
至 平成23年9月30日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成22年9月30日現在）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成23年9月30日現在）

現金及び預金勘定 百万円 17,821

有価証券勘定  29,864

預入期間が3ヶ月を超える定期預金  △495

償還期間が3ヶ月を超える債券等  △13,336

現金及び現金同等物  33,854

現金及び預金勘定 百万円 15,218

有価証券勘定  37,846

預入期間が3ヶ月を超える定期預金  △456

償還期間が3ヶ月を超える債券等  △17,010

現金及び現金同等物  35,597
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Ⅰ 前第2四半期連結累計期間（自 平成22年4月1日 至 平成22年9月30日） 

1. 配当金支払額 

  

2. 基準日が当第2四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第2四半期連結会計期間 
末後となるもの 

   

  

Ⅱ 当第2四半期連結累計期間（自 平成23年4月1日 至 平成23年9月30日） 

1. 配当金支払額 

  

2. 基準日が当第2四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第2四半期連結会計期間末
後となるもの 

   

  

（株主資本等関係）

（決議） 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

1株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年6月29日
定時株主総会 

普通株式  4,953  200 平成22年3月31日 平成22年6月30日 利益剰余金 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

1株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年11月4日

取締役会 
普通株式  2,211  90 平成22年9月30日 平成22年12月1日 利益剰余金 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

1株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年6月29日
定時株主総会 

普通株式  4,847  200 平成23年3月31日 平成23年6月30日 利益剰余金 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

1株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年11月4日

取締役会 
普通株式  2,166  90 平成23年9月30日 平成23年12月1日 利益剰余金 
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Ⅰ 前第2四半期連結累計期間（自 平成22年4月1日 至 平成22年9月30日） 

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 （注）1.セグメント間取引消去によるものです。 

2.セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。 

    3.各セグメントの主な事業内容は以下のとおりです。 

   

<製品及びサービスごとの情報> 

（単位：百万円）

  

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

  （単位：百万円）

  

報告セグメント
調整額
（注1） 

四半期連結
損益計算書
計上額 
（注2） 

コンテンツ
ビジネス事業

不動産
賃貸事業 

その他
の事業 

計 

売上高   

外部顧客への売上高  141,943  1,766  1,262  144,972  －  144,972

セグメント間の内部売上高
又は振替高  636  1,652  480  2,770  (2,770)  －

計  142,580  3,419  1,743  147,742  (2,770)  144,972

セグメント利益  10,794  873  35  11,703  －  11,703

 事業区分  主な事業内容 

 コンテンツビジネス事業 
テレビ広告枠の販売、映像・音楽等のロイヤリティ収入、ＣＤ・ＤＶＤ/ＢＤ・出版物等

の販売、通信販売、映画事業、イベント・美術展事業 

 不動産賃貸事業 不動産の賃貸、ビルマネジメント 

 その他の事業 店舗運営 他 

外部顧客への売上高 
コンテンツ

ビジネス事業 
不動産賃貸事業 その他の事業 合計

  

テレビ広告収入 

  

タイム   53,088  －  －  53,088

スポット   48,802  －  －  48,802

計   101,891  －  －  101,891

その他の広告収入  329  －  －  329

コンテンツ販売収入  16,783  －  －  16,783

物品販売収入  16,361  －    1,164  17,525

興行収入  4,079  －  －  4,079

不動産賃貸収入  －  1,256  －  1,256

その他の収入  2,498  509  97  3,106

合   計  141,943  1,766  1,262  144,972
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Ⅱ 当第2四半期連結累計期間（自 平成23年4月1日 至 平成23年9月30日） 

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 （注）1.セグメント間取引消去によるものです。 

2.セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。 

    3.各セグメントの主な事業内容は以下のとおりです。 

   

<製品及びサービスごとの情報> 

（単位：百万円）

  

  

  （単位：百万円）

  

報告セグメント
調整額
（注1） 

四半期連結
損益計算書
計上額 
（注2） 

コンテンツ
ビジネス事業

不動産
賃貸事業 

その他
の事業 

計 

売上高   

外部顧客への売上高  137,842  2,013  1,030  140,887  －  140,887

セグメント間の内部売上高
又は振替高  523  1,720  517  2,760  (2,760)  －

計  138,366  3,733  1,548  143,647  (2,760)  140,887

セグメント利益又は損失(△)  9,454  899  △54  10,299  －  10,299

 事業区分  主な事業内容 

 コンテンツビジネス事業 
テレビ広告枠の販売、映像・音楽等のロイヤリティ収入、ＣＤ・ＤＶＤ/ＢＤ・出版物等

の販売、通信販売、映画事業、イベント・美術展事業 

 不動産賃貸事業 不動産の賃貸、ビルマネジメント 

 その他の事業 店舗運営 他 

外部顧客への売上高 
コンテンツ

ビジネス事業 
不動産賃貸事業 その他の事業 合計

  

テレビ広告収入 

  

タイム   52,256  －  －  52,256

スポット   47,708  －  －  47,708

計   99,965  －  －  99,965

その他の広告収入  236  －  －  236

コンテンツ販売収入  17,134  －  －  17,134

物品販売収入  14,469  －    991  15,460

興行収入  4,051  －  －  4,051

不動産賃貸収入  －  1,357  －  1,357

その他の収入  1,986  655  39  2,681

合   計  137,842  2,013  1,030  140,887
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 1株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりです。 

（注）潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

  

  

該当事項はありません。 

  

  

  

平成23年11月4日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

(イ）配当金の総額………………………………………2,166百万円 

(ロ）1株当たりの金額 …………………………………90円00銭 

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成23年12月1日 

（注）平成23年9月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。 

  

（1株当たり情報）

  
前第2四半期連結累計期間
（自 平成22年4月 1日 
至 平成22年9月30日） 

当第2四半期連結累計期間
（自 平成23年4月 1日 
至 平成23年9月30日） 

1株当たり四半期純利益金額 円 銭 377 23 円 銭 332 35

（算定上の基礎）     

四半期純利益金額（百万円）  9,236  8,135

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円）  9,236  8,135

普通株式の期中平均株式数（千株）  24,484  24,479

（重要な後発事象）

2【その他】
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 該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成23年11月9日

日本テレビ放送網株式会社 

取締役会 御中 

有限責任監査法人トーマツ 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 樋口 義行  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 広瀬  勉  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本テレビ放送網

株式会社の平成23年4月1日から平成24年3月31日までの連結会計年度の第2四半期連結会計期間（平成23年7月1日から平成

23年9月30日まで）及び第2四半期連結累計期間（平成23年4月1日から平成23年9月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フ

ロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。  

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本テレビ放送網株式会社及び連結子会社の平成23年9月30日現在の

財政状態並びに同日をもって終了する第2四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示し

ていないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注） 1.上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途
保管しております。 

2.四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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